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山梨県地下水及び水源地域の保全に関する条例 

      平成２４年１２月２７日 

     山梨県条例第７５号 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、地下水及び水源地域の保全に関し、基本理念を定め、県、

事業者及び土地所有者等の責務並びに県民の役割を明らかにするとともに、

地下水の適正な採取及び水源地域における適正な土地利用の確保について必

要な事項を定めることにより、健全な水循環の維持に資することを目的とす

る。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１）揚水設備 動力を用いて地下水（温泉法（昭和２３年法律第１２５号）

による温泉及び鉱業法（昭和２５年法律第２８９号）第５条に規定する鉱

業権に基づき掘採される同法第３条第１項の可燃性天然ガスを溶存する地

下水を除く。以下同じ。）を採取するための設備をいい、河川法（昭和３９

年法律第１６７号）が適用され、又は準用される河川の河川区域内のもの

を除く。 

（２）水源地域 第２１条第１項の規定により指定された地域をいう。 

（３）土地所有者等 水源地域内の土地（規則で定めるものに限る。第２２条

第１項において同じ。）の所有権、地上権その他規則で定める使用及び収益

を目的とする権利（同項及び第２４条第２項において「所有権等」という。）

を有する者をいう。 

 

（基本理念） 
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第３条 地下水の保全は、地下水が水循環（水が蒸発、降下、流下及び地下へ

の浸透並びに河川及び海への流出を繰り返すことをいう。）の一部をなすもの

であり、かつ、県民生活及び地域の産業の共通の基盤であることに鑑み、地

下水は公共の利益に沿うように利用されなければならないという認識に立っ

て、推進されなければならない。 

２ 地下水の保全は、地下水が限りある資源であることを踏まえ、急激な地下

水位の低下や地盤沈下など地下水の減少による障害が発生しないよう、地下

水の涵養
かんよう

と適正な利用を図ることにより推進されなければならない。 

３ 水源地域の保全は、県民が本県の豊かな水資源を通して森林の恵沢を享受

していることに鑑み、社会全体で森林を支えるという考え方の下に、森林の

有する水源の涵養の機能（第２１条第１項、第２４条第１項及び第２６条第

１項において「水源涵養機能」という。）の維持及び増進が図られるよう推進

されなければならない。 

 

（県の責務） 

第４条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

地下水及び水源地域の保全に関する施策を策定し、及び実施する責務を有す

る。 

２ 県は、前項に関する施策を実施するときは、市町村との連携に努めるもの

とする。 

 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、基本理念にのっとり、

地下水の保全を図るために必要な措置を講ずるとともに、県が実施する地下

水の保全に関する施策に協力するよう努めるものとする。  

２ 事業者は、基本理念にのっとり、県が実施する水源地域の保全に関する施

策に協力するよう努めるものとする。 

 

（土地所有者等の責務） 

第６条 土地所有者等は、基本理念にのっとり、県が実施する地下水の保全に

関する施策に協力するよう努めるものとする。 

２ 土地所有者等は、基本理念にのっとり、森林の適正な整備に努めるととも

に、県が実施する水源地域の保全に関する施策に協力するよう努めるものと

する。 

 

（県民の役割） 

第７条 県民は、基本理念にのっとり、地下水の保全への配慮に努めるととも

に、県が実施する地下水の保全に関する施策に協力するよう努めるものとす
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る。 

２ 県民は、基本理念にのっとり、県が実施する水源地域の保全に関する施策

に協力するよう努めるものとする。 

 

 

第２章 地下水の適正な採取 

（揚水設備の設置の届出） 

第８条 揚水機の吐出口の断面積（吐出口が２以上あるときは、その断面積の

合計。以下同じ。）が６平方センチメートルを超える揚水設備を設置しようと

する者は、規則で定めるところにより、次の事項を知事に届け出なければな

らない。 

（１）氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

（２）揚水設備の設置の場所 

（３）揚水設備のストレーナーの位置 

（４）揚水機の吐出口の断面積及び原動機の出力 

（５）揚水設備により採取する地下水の水量 

（６）揚水設備により採取する地下水の用途 

（７）前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２ 前項の規定による届出には、揚水設備の設置の場所を示す図面その他規則

で定める書類を添付しなければならない。 

 

（届出事項の変更に係る勧告等） 

第９条 知事は、前条第１項の規定による届出があった場合において、当該届

出に係る揚水設備を用いた地下水の採取によりその周辺における地下水の利

用に支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、当該届出を受理した日から

３０日以内に限り、当該届出をした者に対し、当該揚水設備により採取する

地下水の水量、揚水機の原動機の出力その他当該届出に係る事項を変更すべ

きことを勧告することができる。 

２ 知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた者

がその勧告に従わないときは、その旨及びその勧告の内容を公表することが

できる。 

３ 知事は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、第１

項の規定による勧告を受けた者に対し、意見を述べる機会を与えなければな

らない。 

 

（実施の制限） 

第１０条 第８条第１項の規定による届出をした者は、当該届出が受理された

日から３０日を経過した後でなければ、当該届出に係る揚水設備を設置して
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はならない。 

 

（届出内容の変更） 

第１１条 第８条第１項の規定による届出をした者は、当該届出に係る同項第

３号から第６号までに掲げる事項の変更（規則で定める軽微な変更を除く。）

をしようとするときは、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出

なければならない。 

２ 前２条の規定は、前項の規定による届出について準用する。 

３ 第８条第１項の規定による届出をした者は、その届出に係る同項第１号又

は第７号に掲げる事項に変更があったときは、遅滞なく、規則で定めるとこ

ろにより、その旨を知事に届け出なければならない。 

 

（完了届） 

第１２条 第８条第１項の規定による届出をした者及び前条第１項の規定によ

る届出（第８条第１項第３号及び第４号に掲げる事項の変更に係る届出に限

る。）をした者は、当該届出に係る揚水設備の設置の工事が完了したときは、

その完了の日から１５日以内に、規則で定めるところにより、その旨を知事

に届け出なければならない。 

 

（承継） 

第１３条 第８条第１項の規定による届出をした者から当該届出に係る揚水設

備を譲り受け、又は借り受けた者は、当該揚水設備に係る当該届出をした者

の地位を承継する。 

２ 第８条第１項の規定による届出をした者について相続、合併又は分割（当

該届出に係る揚水設備を承継させるものに限る。）があったときは、相続人、

合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人又は分割により当該揚

水設備を承継した法人は、当該届出をした者の地位を承継する。 

３ 前２項の規定により第８条第１項の規定による届出をした者の地位を承継

した者は、その承継があった日から３０日以内に、規則で定めるところによ

り、その旨を知事に届け出なければならない。 

 

（廃止の届出） 

第１４条 第８条第１項の規定による届出をした者は、次に掲げる場合は、遅

滞なく、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならな

い。  

（１）揚水設備を廃止した場合 

（２）揚水機の吐出口の断面積を６平方センチメートル以下とした場合 

 

（勧告等） 
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第１５条 知事は、地下水の保全のため特に必要があると認めるときは、第８

条第１項の規定による届出に係る揚水設備により地下水を採取する者に対し、

その判断の根拠を示して、期限を定めて、当該揚水設備を用いた地下水の採

取の停止、当該揚水設備を用いて採取する地下水の水量の制限その他地下水

の保全上必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。 

２ 知事は、第８条第１項又は第１１条第１項の規定に違反して揚水設備を設

置している者に対し、期限を定めて、当該揚水設備を用いた地下水の採取の

停止、当該揚水設備を用いて採取する地下水の水量の制限、当該揚水設備の

廃止その他違反を是正するために必要な措置を講ずべきことを勧告すること

ができる。 

３ 第９条第２項及び第３項の規定は、前２項の規定による勧告について準用

する。 

 

（緊急時の措置） 

第１６条 知事は、地下水を採取したこと又は異常な渇水その他これに準ずる

事由による地下水位の異常な低下、地盤の沈下その他の障害の発生により地

下水の保全を図るため緊急の必要があると認めるときは、当該障害の発生に

影響を及ぼすと認められる区域において揚水設備を設置する者の全部又は一

部に対し、期間又は期限を定めて、当該揚水設備を用いた地下水の採取の停

止、当該揚水設備を用いて採取する地下水の水量の制限その他の地下水の保

全上必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

 

（報告の徴収及び立入検査） 

第１７条 知事は、この章の規定を施行するために必要な限度において、揚水

設備を設置する者から必要な報告を求め、又はその職員に、揚水設備を設置

する工場、事業所その他の場所に立ち入り、当該揚水設備その他の物件を検

査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査等をする職員は、その身分を示す証明書を携帯

し、関係者に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない。 

 

（地下水涵養の努力義務） 

第１８条 揚水設備を設置する者は、地下水の涵養に努めなければならない。 

２ 揚水機の吐出口の断面積が５０平方センチメートルを超える揚水設備を設

置する者は、規則で定めるところにより、地下水の涵養に関する計画を作成

し、知事に提出しなければならない。 

３ 前項の計画を提出した者は、当該計画の内容を変更したときは、規則で定

めるところにより、当該変更後の計画を知事に提出しなければならない。 
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４ 知事は、第２項の規定に違反して同項の計画を提出しない者又は前項の規

定に違反して同項の変更後の計画を提出しない者に対し、期限を定めて、第

２項の計画又は前項の変更後の計画を提出すべきことを勧告することができ

る。 

５ 第９条第２項及び第３項の規定は、前項の規定による勧告について準用す

る。 

 

（地下水採取量の定期報告等） 

第１９条 前条第２項の揚水設備を設置する者は、規則で定めるところにより、

水量を測定するための機器を用いて当該揚水設備により採取した地下水の水

量を測定し、その結果について記録を作成しなければならない。 

２ 前条第２項の揚水設備を設置する者は、毎年１回、規則で定めるところに

より、前項の規定による測定の結果を知事に報告しなければならない。 

 

（常時監視） 

第２０条 知事は、地下水位の状況を常時監視しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による常時監視を行うため必要があると認めるときは、

揚水設備を設置する者に対し、必要な協力を求めることができる。 

３ 知事は、毎年１回、第１項の規定による常時監視の結果について、インタ

ーネットの利用その他の適切な方法により公表しなければならない。 

 

 

第３章 水源地域における適正な土地利用の確保 

（水源地域の指定） 

第２１条 知事は、森林の存する地域のうち、水源涵養機能の維持及び増進を

図るため適正な土地利用を確保することが必要と認められるものを水源地域

として指定することができる。 

２ 知事は、水源地域の指定をしようとするときは、あらかじめ、関係市町村

の長の意見を聴くものとする。 

３ 知事は、水源地域の指定をしようとするときは、あらかじめ、規則で定め

るところにより、その旨を告示し、その案を当該告示の日から２週間公衆の

縦覧に供するものとする。 

４ 前項の規定による告示があったときは、当該告示に係る水源地域の指定を

しようとする区域内の土地の所有者その他の利害関係人は、同項に規定する

縦覧期間満了の日までに、規則で定めるところにより、縦覧に供された案に

ついて、知事に意見書を提出することができる。 

５ 知事は、前項の規定により縦覧に供された案について異議がある旨の意見

書の提出があったときは、規則で定めるところにより、当該意見書を提出し
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た者の意見の聴取を行うものとする。 

６ 知事は、水源地域を指定する場合には、その旨及びその区域を告示すると

ともに、関係市町村の長に通知するものとする。 

７ 水源地域の指定は、前項の規定による告示によってその効力を生ずる。 

８ 第２項から前項までの規定は、水源地域の指定の解除及びその区域の変更

について準用する。 

 

（所有権等の移転等の事前届出） 

第２２条 土地所有者等は、水源地域内の土地について所有権等の移転又は設

定をしようとするときは、当該所有権等の移転又は設定に係る契約（以下「土

地売買等の契約」という。）を締結しようとする日の３０日前までに、規則で

定めるところにより、次の事項を知事に届け出なければならない。 

（１）土地売買等の契約の当事者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は、その代表者の氏名 

（２）土地売買等の契約に係る土地の所在及び面積 

（３）土地売買等の契約に係る土地の所有権等の種別及び内容 

（４）土地売買等の契約を締結しようとする日 

（５）土地売買等の契約に係る土地の所有権等の移転又は設定後における当該

土地の利用目的  

（６）前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２ 前項の規定は、土地売買等の契約の当事者の一方又は双方が国又は地方公

共団体である場合その他規則で定める場合には、適用しない。 

３ 第１項の規定による届出をした者は、当該届出の後に同項各号に掲げる事

項を変更して土地売買等の契約を締結しようとするときは、遅滞なく、規則

で定めるところにより、その旨及びその内容を知事に届け出なければならな

い。 

 

（市町村長への通知等） 

第２３条 知事は、前条第１項又は第３項の規定による届出があったときは、

その内容を当該届出に係る土地が所在する市町村の長に通知するものとする。 

２ 知事は、必要があると認めるときは、前条第１項又は第３項の規定による

届出に係る土地の利用に関し、関係市町村の長に意見を求めることができる。 

 

（助言） 

第２４条 知事は、第２２条第１項の規定による届出をした者に対し、当該届

出に係る土地の利用について、当該土地及びその周辺の土地（水源地域内の

ものに限る。）における水源涵養機能の維持及び増進を図るために必要な助言

をするものとする。 

２ 第２２条第１項の規定による届出をした者は、前項の助言を受けたときは、
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当該届出に係る土地の所有権等の移転又は設定を受けようとする者に対し、

その旨及びその内容を伝達するものとする。 

 

（勧告等） 

第２５条 知事は、土地所有者等が次の各号のいずれかに該当すると認めると

きは、その者に対し、期限を定めて必要な措置を講ずべきことを勧告するこ

とができる。 

（１）第２２条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

（２）次条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は調

査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若し

くは虚偽の答弁をしたとき。 

２ 第９条第２項及び第３項の規定は、前項の規定による勧告について準用す

る。 

 

（報告の徴収及び立入調査） 

第２６条 知事は、この章の規定を施行するために必要な限度において、第 

２２条第一項の規定による届出をした者から必要な報告を求め、又はその職

員に、当該届出に係る土地に立ち入り、当該届出に係る土地の利用が水源涵

養機能に及ぼす影響を調査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない。 

 

 

第４章 雑則 

（市町村の条例との関係） 

第２７条 知事は、市町村が制定した条例による施策の実施等により、この条

例の目的の全部又は一部を達成することができると認めるときは、当該市町

村の区域において、この条例の全部又は一部の規定を適用しないこととする

ことができる。 

２ 前項の規定により、この条例の規定を適用しないこととする市町村の区域

及びこの条例の規定のうち当該市町村の区域において適用しないこととする

規定については、規則で定める。 

３ 知事は、この条例の目的を達成するため必要があると認めるときは、市町

村の長に対し、情報の提供その他の協力を依頼することができる。 

 

（規則への委任） 
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第２８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

 

 

第５章 罰則 

（罰則） 

第２９条 第１６条の規定による命令に違反した者は、１年以下の懲役又は

５０万円以下の罰金に処する。 

 

第３０条 次の各号のいずれかに該当する者は、２０万円以下の罰金に処する。 

（１）第８条第１項の規定による届出をしないで、又は虚偽の届出をして、揚

水設備を設置した者 

（２）第１０条（第１１条第２項において準用する場合を含む。）の規定に違反

した者 

（３）第１１条第１項の規定による届出をしないで、又は虚偽の届出をして、

第８条第１項第３号から第６号までに掲げる事項を変更した者 

 

第３１条 次の各号のいずれかに該当する者は、１０万円以下の罰金に処する。 

（１）第１７条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又

は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、

若しくは虚偽の答弁をした者 

（２）第１９条第２項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

 

（両罰規定） 

第３２条 法人(法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。

以下この条において同じ。)の代表者若しくは管理人又は法人若しくは人の代

理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、前３条の違

反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各

本条の罰金刑を科する。 

２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又

は管理人が、その訴訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被

告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２章、第３章（第２１条
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を除く。）及び第５章並びに次項から附則第８項までの規定は、平成２５年４

月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ 前項ただし書に規定する日において現に揚水機の吐出口の断面積が６平方

センチメートルを超える揚水設備を設置している者（揚水設備の設置の工事

をしている者を含む。）は、同日から１年以内に、第８条第１項各号に掲げる

事項を知事に届け出なければならない。 

 

３ 第８条第２項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 

 

４  附則第２項の規定による届出は、第１１条から第１５条までの規定の適用

については、第８条第１項の規定による届出とみなす。 

 

（適用区分） 

５  第２２条の規定は、平成２５年５月１日以後に土地売買等の契約を締結し

ようとする土地所有者等について適用する。 

 

（罰則） 

６ 附則第２項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、２０万

円以下の罰金に処する。 

 

７ 法人(法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下こ

の項及び次項において同じ。)の代表者若しくは管理人又は法人若しくは人の

代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、前項の違

反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、同

項の罰金刑を科する。 

 

８ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又

は管理人が、その訴訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被

告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。 


